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学会代議員選出規程改定の必要性についてQ＆A
問１．日本産科婦人科学会は、なぜ千葉地方部会に対して代議員の選出を直接選挙で実施するように学会代議員選出規程の改定を求めてきたのでしょうか？
回答．そのためには、まず、現在進められている公益法人制度改革について説明したいと思います。
わが国における公益法人には「社団法人」と「財団法人」があり、われわれが所属する日本産科婦人科学会は文部科学省を主務官庁とする「社団法人」です（日本産婦人科医会は同じく「社団法人」ですが、主務官庁は厚生労働省です）。この公益法人制度は明治２９年に制定された民法の規定に基づいてできたものですが、主務官庁の許可主義の下、法人設立が簡便でなく、公益性の判断基準が不明確であり、公益性を時代に即して柔軟に見直す仕組みが無いために、営利法人類似の法人が存続しているなど、公益法人制度に対する批判がしばしば見受けられるようになり、公益法人制度に対する見直しの必要性が求められていました。

公益法人制度改革は、いわゆる小泉構造改革の一環で実現したものであり、その目的は、民間の非営利部門を活用して、日本の社会経済システムの中で健全に発展させようとすること、つまり「民による公益の増進」ということにあります。
公益法人制度改革の経緯の概略としましては、2000年12月の「行政改革大綱」の閣議決定に基づき、2002年3月に「公益法人の抜本的改革に向けた取り組みについて」閣議決定され、2003年6月には「公益法人制度の抜本的改革に関する基本方針」が閣議決定されています。その後、2006年3月に「公益法人制度改革３法案」が閣議決定され、第164回通常国会で同法案が可決されたことから、現在の公益法人つまり「社団法人」と「財団法人」は平成20年12月1日をもって「特例民法（社団・財団）法人」となり、５年以内に新制度に移行する必要があります（５年以内に何もしなかった時は「解散」になります）。

新制度では、①「一般社団法人・一般財団法人」となるか、公益認定を受けて②「公益社団法人・公益財団法人」となるかの選択が必要になりますが、日本産科婦人科学会としては、平成20年6月21日の平成20年度第2回理事会におきまして、今後も公益認定を取得し「公益社団法人」として進む道を選択しました。
問２．公益社団法人になるとどのようなメリットがあるのですか？またデメリットは？
回答．日本産科婦人科学会としては、「公益社団法人」になることによって、法人としての信頼性のアップ、つまりステータスの上昇が最大のメリットといえますが、実務的には税の優遇措置を受けることができ、例えば個人や法人の寄付なども受けやすくと思われます。一方、デメリットとしては、公益性認定を受け、かつこれを維持するための厳しい基準をクリアする必要があります。
問３．日本産科婦人科学会が「公益社団法人」になることと千葉地方部会における代議員選出規程の改定とどのように関係するのですか？
回答．「社団法人」とは一定の目的をもって集合した人（社員という）の集合体であり、団体として組織、意思を有し、社員は団体の名において行動する団体をいいます。つまり、「社団法人」では、「社員」がその「会費」をもって「総会」の決定に基づいて運営される必要があります。資料②の3頁[参考資料１]にありますように、「特例社団法人」から「公益社団法人」になるためには、「社員総会」が最高の意思決定機関として重要となります。しかし、会員（社員）が1.5万人もいる日本産科婦人科学会をはじめ、多くの医学系の学会法人では、全会員（社員）が集まるような社員総会を開催することは不可能であり、全会員による社員総会の代わりに、会員から代議員を選び、この代議員を「社員」とし、代議員総会をもって社員総会とするという代議制をとっています。今回の公益法人制度改革における「公益社団法人」においても、この代議制を踏襲することは可とされていますが、その場合は、特に「各会員について、「社員」（代議員）を選出するための選挙（代議員選挙等）で等しく選挙権及び被選挙権が保障されていること。」が重要とされています。
　日本産科婦人科学会の代議員は各地方部会において選任されていますが、現在の千葉地方部会における日本産科婦人科学会代議員選出規程（昨年度刊行されました会員名簿（平成19年12月現在）の65頁に載ってます）では、日本産科婦人科学会の代議員は「日本産婦人科学会千葉地方部会会長・副会長と総務、学術担当理事および日本産婦人科医会千葉県支部長・副支部長からなる選考委員会が（第３条）、候補者を推薦し、総会で決定する（第４条）」という方法をとっており、千葉地方部会では代議員選出のための直接選挙は行っておりません。
問４．今後はどのようなタイムスケジュールで代議員の選挙が行われるのでしょうか？
回答　平成20年11月28日に開催されました第２回合同協議会で、直接選挙による学会代議員選出規程（案）が承認されましたので、平成21年1月10日に開催されます平成20年度臨時総会で同規定（案）をご承認いただきました後に、1月末日までに選挙管理委員会による選挙が実施されることになると思います。
以上です。
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